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研究成果の概要（和文）： (1) 米国の対 ASEAN 政策の積極化、(2) 中国の存在感の顕著な増
幅、(3) 日本の存在感の長期的凋落、および(4) 「地域としての東アジア」の顕在化などという
方向で変容する地域国際環境の下で ASEANは、(1) 「ASEAN憲章」の採択・発効、(2) イン
ドネシア民主主義の確立などの成熟を示したものの、(3) タイの軍事クーデター、(4) タイ=カ
ンボジア武力衝突、(5) ミャンマー軍政の民主化停滞など、後退局面がこれを上回りつつある。 
 
研究成果の概要（英文）：The research team found whereas ASEAN has witnessed encouraging 
developments such as (1)adoption of ASEAN Charter, (2)promotion of Indonesian democracy, 
it was more characterized by decaying trends including (1)coup d’ètat by the Thai 
military, (2)Thai-Cambodian armed disputes, and (3)chronicle suppression of democracy 
by Myanmar junta. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 

２００８年度 5,000,000 1,500,000 6,500,000 

２００９年度 5,500,000 1,650,000 7,150,000 

年度    

  年度    

総 計 14,900,000 4,470,000 19,370,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目： 政治学・国際関係論 
キーワード：ASEAN、ASEAN地域フォーラム、ASEAN憲章、東アジア共同体、非伝統的安全保障、 

CLMV、平和構築、 
 
１． 研究開始当初の背景 
1997年のアジア危機でASEANへの評価は最

低水準に落ち込んだが、東南アジアさらには
アジア太平洋地域の平和と安定にとって、依
然として重要な役割を期待されていた。中国
の台頭や反テロ戦争といった地域国際環境
の変容は、ASEAN にとって何を意味するのか

が問われていた。 
 
２．研究の目的 
冷戦構造の崩壊、1997年のアジア危機、反テ
ロ戦争など、ASEAN を取り巻く地域国際環境
が変容をとげつつある状況の下で、弱者の連
合体としてのASEANが域内秩序・東アジア広
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域秩序構築にいかなる役割を果たしつつあ
るかを検証する。 
 
３．研究の方法 
研究期間中、ほぼ月例の研究会を開催し、

各研究分担者が割り当てられた主題につき

―一先行研究を参照し、必要に応じて資料収

集や専門家との意見交換のための海外出張

を実施することで―一知見を深めるととも

に研究チーム内の問題意識の共有に努めた。 

研究期間中にグループで行った東ティモ

ールにおける意見交換や、タイ北東部・ラオ

ス・ミャンマーというASEAN辺境視察は地域

国際環境の変容がASEAN地域に及ぼした影響

を検証する上で貴重な体験であった。 
 
４．研究成果 
ＡＳＥＡＮ地域への関心共有するが専攻

分野やアプローチを異にする研究分担者が
――分野的には政治安全保障と経済および
国際関係論の組み合わせであり、アプローチ
的には、巨視的で体系的な考察と、微視的で
具体的な事例研究など――各自の視点から
地域国際環境がいかなる局面でいかに変容
を遂げており、こうした環境下でASEANがい
かなる位置を占めるかを調査・分析すること
を通じて、東アジア地域の構造と動態につき
多角的に検証した。こうした作業により、①
実態の総合的な把握、②アジア情勢分析の枠
組みの検討、③日本の対アジア政策の指針の
提示、および④この地域に関する重要な研究
課題を発掘することが出来た。 
（１）地域国際環境の変容の意義 
①ポスト冷戦期アジアの主要局面は、唯一

の超大国としての米国とこれへの対抗意識
を誇示しつつ台頭する中国、存在感を長期に
わたって低下させた日本というパワー・バラ
ンスの変化にある。ASEAN を含む東アジア諸
国は、米中両大国に対して、依存・関与から
警戒・牽制にいたる錯綜した認識を有するか
ら、個別にではなく、多様な地域的枠組み(ア
ーキテクチャ)を通じて対応しようとする。
②地域的アーキテクチャの機能で注目すべ
きは、関与あるいは牽制しようとする大国を
「内部化」して関与・懐柔する手法と、「外
部化」して警戒・牽制しようとする手法など
があり、特定の大国と域内諸国との関係を一
面的・単線的・固定的に認識すべきではない
という点である。 
（２）「東アジア共同体」論議 
①消極的論議：経済的な観点からすると、

東アジア諸国民が偏狭なナショナリズムを
離れて東アジア人として行動するときいか
なる消費行動をとり、また労働市場が実現で
きるかというシミュレーション以上の意義
を見いだせない。貿易や投資の展開などにと

もなう経済相互依存の高まりと「共同体」と
の間には越えがたい乖離があり、東アジアで
はそれは実現不可能かつ不必要であると思
われる。 
②積極的論議 
政治的観点からすると、「共同体」は萌芽
的なものから成熟したものまでの段階があ
り、経済・政治・文化などの機能的協力の積
み重ねの延長線上に、規範・機構・アイデン
ティティの共有を指標とする「共同体」を志
向することには十分な意義を認めうる。 
問題は、日中韓3国間の拮抗状態からみて
「東アジア共同体」のイニシアティブは
ASEANに委ねられざるをえないが、そのASEAN
にとって共同体はなお遙かなる目標でしか
ないという事実である。 
（３）「共同体としてのASEAN」 
ASEAN は伝統的に「深化と拡大という二重
課題」を担ってきた。拡大の局面では 2000
年代に入っても進展がみられるが、深化の局
面では「ASEAN 憲章」の成立など成熟を示す
一方、タイの軍事クーデター、ミャンマー民
主化の低迷、域内軍事紛争など退廃現象が顕
著である。「2015年までにASEAN 共同体を構
築」という目標はレトリック以上のものでは
ない。 
 とはいえ、「共同体構築」という高い理念
を掲げることは、域内における友好と連帯の
強化、平和的発展の環境整備にとってのよき
インセンティブでありうることも否定でき
ない。たとえば、「メコン開発協力」を通じ
て CLMV 諸国の発展を支援し、もって ASEAN
の二層化を克服し、結果として東アジア共同
体への道を開くという日本政府の地道な努
力は、ASEAN側からも十分に評価されている。 
 これとの関連で、ASEAN の今後に関して、
「経済発展と民主化」の相関関係、「開発体
制と良き統治」の相関関係、「自由民主主義
とアジア的価値」の相関関係など、調査分析
さるべき主題は少なくない。同様に、ASEAN
各国内に残る未完の国民統合問題とこれに
対するASEANとしての対応という課題は、「共
同体としての ASEAN」にとってきわめて重要
な設問であり、今後の研究課題としたい。 
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